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目標 ５－１

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

- - - - 90% - -

90% 88% 87% 79% － － －

- - - - 58.0% - -

56.3% 61.8% 57.7% 54.3% － － －

- - - 20% 40% 60% 80%

- - - 20% 　 　 　

- - - - - - －

10% 10% 10% 11% － － －

- - - 90% - － －

- 83% 82% 集計中 － － －

6

生物多様性
保全に係る国
際的取組の
状況

○

7

生物多様性
国家戦略の
進捗状況の
点検・評価の
実施

○

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標
生物多様性国家戦略2023-2030に基づき、各種施策に必要な情報の収集・整備・提供、生物多様性の主流化に向けた取組を進める。また、国際的枠組への参加を通じ
て、自然資源の保全、地球規模の生物多様性の保全を図る。

政策体系上の
位置付け

５．生物多様性の保全

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等
生物多様性国家戦略2023-2030（令和5年3月31日閣議決定）第１部等

（環境省

施策名 基盤的施策の実施・国際的取組 担当部局名
自然環境局
自然環境計画課
生物多様性センター

施策の概要
生物多様性国家戦略を始めとする自然環境保全のための政策の策定、及びそのために必要な情報の収集・整備・提供を行う。また、国際的枠組への参加等を通じて地球
規模の生物多様性の保全を図る。

政策評価実施予定時期 政策評価実施時期

自然環境の基盤情報である植生図について、最新情報を必要とする企業等のニーズや自然共生サイト等のネイチャーポジティブ活動に対
応するため、速報性を重視した衛星植生図をR7年度から5年間で着実に全国整備することが必要であるため。

○

4

生物多様性
地域戦略の
策定市区町
村の割合

10% R４年度 30% R12年度
生物多様性国家戦略2023-2030における行動計画において、生物多様性地域戦略の策定の推進を掲げており、2030年度までに策定市区町
村の割合を30%にすることを目標と設定しているため。

△

3
衛星植生図
の整備割合

0% R7年度 100% R11年度

生物多様性国家戦略2023-2030における行動計画において、国民に積極的かつ自主的な行動変容を促すことを掲げており、2030年度まで
に生物多様性の保全につながる活動への意向を示す人の割合 を90%にすることを目標と設定しているため。
※各年度の実績値は、世論調査またはインターネット調査の結果であり、調査方法が同一ではないため、単純比較をすることはできない。

×

2

生物多様性
の保全につな
がる活動を既
に実施してい
る人の割合

56% R４年度 60% R12年度
生物多様性国家戦略2023-2030における行動計画において、国民に積極的かつ自主的な行動変容を促すことを掲げており、2030年度まで
に生物多様性の保全につながる活動を既に実施している人の割合を60%にすることを目標と設定しているため。
※各年度の実績値は、世論調査またはインターネット調査の結果であり、調査方法が同一ではないため、単純比較をすることはできない。

△

1

生物多様性
の保全につな
がる活動への
意向を示す人
の割合

90% R４年度 90% R12年度

生物多様性国家戦略2023-2030（基本戦略３）における行動目標や、ネイチャーポジティブ経済移行戦略において、企業による生物多様性へ
の依存度・影響の定量的評価、現状分析、科学に基づく情報開示を促すことを掲げており、今後の国際的な開示動向を見据え、開示に取り
組む企業の数又は割合は、今後も重要な指標であると考えられるため。
※経団連自然保護協議会の企業の生物多様性への取組に関するアンケート

△5

生物多様性
の配慮に関
する情報開示
を行っている
大企業等の
数又は割合

74% R元年度 90% 令和７年度

定期的な点検・評価の実
施を通じた、生物多様性
国家戦略の着実な実施及
び改善

-
生物多様性国家戦略において同戦略の点検や評価の実施について定めていることに加え、生物多様性に関する世界目標である「昆明・モントリオール生物多様性枠組」の達成状況を把握するにあたり、生物多様性条約の各締約国は、同枠組を
踏まえて策定した生物多様性国家戦略の実施状況について、同条約のCOP16で設定された指標を用いて評価し、国別報告書として報告することが求められているため。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠 達成
目標年度

生物多様性保全のための
国際的な取組の推進

-
生物多様性及び生態系サービスに関する科学政策プラットフォーム（IPBES)の地球規模評価報告書に示されたとおり、生物多様性の損失に対処するには経済システムや貿易といった国際的に協調・連携した取組の推進が不可欠であり、こうした
観点から世界目標である昆明・モントリオール生物多様性枠組の進捗を測る指標などの仕組みについて議論されているため。



(1)

生物多様性
保全等のた
めの基盤的
事業費（平成
20年度）

1,2,4,6,7 004875 (5) － － － (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

生物多様性
保全等のた
めのモニタリ
ング等事業費
（昭和48年
度）

3,6 004870 (6) － － － (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3)

ネイチャーポ
ジティブ（NP）
の実現に向
けた生物多様
性保全等の
ための国際
協力・ルール
先導推進費
(平成19年度)

5,6,7 004877 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4)

国際分担金
等経費
（昭和54年
度）

6 004869 (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

＜生物多様性に関する各界各層への普及啓発＞（指標１、指標２，指標５）
・生物多様性の保全につながる活動への意向を示す人の割合、生物多様性の保全につながる活動を既に実施している人の割合は、当該活動の分かりづらさや費用がかかることへの懸念から、いずれも減少傾向にある。様々な主体間での連携や、民間企業による参画の推進等を通じ
て、一人一人の生活と自然の結びつきをより明確なものとした情報を発信する必要がある。

＜生物多様性地域戦略の策定市区町村の割合＞
・生物多様性地域戦略については、すべての都道府県で策定済だが、市区町村においては、策定数が年々増加はしているものの、前提となる知識や情報の不足等の理由により全体の10％程度の策定となっている。地域における生物多様性保全を推進するためには、生物多様性地域
戦略の果たす役割は重要であることから、策定の促進に向けて、引き続き、技術的支援等を行いつつ、形成された事例の普及や発信を進める必要がある。

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

＜生物多様性に関する各界各層への普及啓発＞（指標１、指標２，指標５）
・約80％の国民が生物多様性の保全に貢献する何らかの取組の実施意向を持っているほか、50%以上の国民が生物多全につながる活動を既に実施しているが、いずれも基準値を下回った。基準値を下回ったものの、以下２つの取組等により、目標
達成に向けて着実に進展している。
・環境省が事務局である「2030生物多様性枠組実現日本会議（J-GBF）」において、多様なセクターと連携・協働し、生物多様性の主流化に向けた取組を進めた。J-GBFの構成団体を通じて「ネイチャーポジティブ宣言」の発出を呼びかけた結果、令和
６年度末で699件だった宣言数が、令和８年４月末時点には1,100を超えるまでに急伸した。
・環境省、農林水産省、経済産業省、国土交通省の４省連名で策定した「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」を踏まえ、令和７年７月に同戦略のロードマップを策定した。これに基づき、企業のネイチャーポジティブ経営への移行参画を促進するた
め、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）やネイチャーポジティブ経営等に係るワークショップ開催、開示支援モデル事業のほか、TNFDとの共同研究や関連資料の翻訳等を実施。これまでのところ、TNFDのアダプター企業数は我が国が222
社(令和８年４月時点)と世界最多となっている。

＜衛星植生図の整備割合＞
・衛星植生図について、令和7年度から整備を開始した。令和7年度に日本全域の衛星画像データの収集と前処理を完了し、四国や沖縄などを対象とした整備を進めた（計約20%）。

＜生物多様性地域戦略の策定市区町村の割合＞
生物多様性地域戦略については、令和８年１月時点で47都道府県及び187市区町村（政令指定都市含む）合計234の地方公共団体において策定されている。

＜生物多様性保全に係る国際的取組の状況＞
以下の国際会議への参加等を通じて我が国の取組や知見を発信し、世界の生物多様性の保全に貢献した。
・IPBES（生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム）に係る情報に関して、国内連絡会を通じて専門家・関係省庁等に共有するとともに、第12回総会結果報告会やシンポジウム等を通じて一般市民にも共有した。
・昆明・モントリオール生物多様性枠組の実施に向けた生物多様性条約の補助機関会合等に参加し、同枠組のレビューメカニズム等に関する交渉を行った。

＜生物多様性国家戦略の進捗状況の点検・評価の実施＞
・令和4年12月に採択された生物多様性に関する世界目標である「昆明・モントリオール生物多様性枠組」を踏まえ、令和5年3月に「生物多様性国家戦略2023-2030」を閣議決定した。同戦略の実施状況の中間評価及び生物多様性条約の国別報告
書の作成・提出に向けて、我が国の生物多様性及び生態系サービスの総合評価に関する検討を行い、2030年ネイチャーポジティブの実現に向けた方向性等を示す中間提言を有識者検討会において取りまとめ、令和7年10月に公表した。また、同提
言等を踏まえ、国家戦略の実施状況の中間評価及び国別報告書を取りまとめ、令和８年２月に公表・提出した。



政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

・生物多様性国家戦略2023-2030
・生物多様性及び生態系サービスに関する総合評価2028（JBO4：Japan Biodiversity Outlook 4） に向けた中間提言
・生物多様性国家戦略2023-2030の実施状況の中間評価
・生物多様性条約第７回国別報告書

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

・令和８年度第１回環境省の政策評価に関する有識者会議において、身近な生き物について指標化してほしい旨のご指摘があっ
たことを受け、令和8年度事前分析では「身近な生き物を含む生物調査に係る件数」を指標として追加する。

＜参考：施策の実施における活用状況＞
・生物多様性及び生態系サービスの総合評価に関する検討に当たり検討会やヒアリングの実施等を通して学識者の知見を活用
した。
・生物多様性条約の国際会議対応にあたり、有識者派遣の会議派遣や、ヒアリングの実施等を通じて学識者の知見を活用した。

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

・昆明・モントリオール生物多様性枠組や生物多様性国家戦略2023-2030に基づき、国際、国内、地域、様々な主体といったあら
ゆる階層における生物多様性保全に向けた取組を総合的に推進した。また、これらの取組による効果を点検・評価するために、
基盤情報となる植生図の整備や我が国の生物多様性及び生態系サービスの総合評価に関する検討を行った。これらにより、目
標14番「海の豊かさを守ろう」と目標15番「陸の豊かさを守ろう」の達成に貢献できた。

【副次的効果が期待される目標】

・生物多様性国家戦略2023-2030では、重視する要素として生物多様性と気候危機の同時解決を掲げており、このことを踏まえ
た生物多様性地域戦略策定への技術的支援や自然を活用した解決策（NbS)の地域実装を推進しており、目標13番「気候変動に
具体的な対策を」の達成に貢献できた。また、2024年に策定したネイチャーポジティブ経済移行戦略においては、天然資源の持
続可能な管理及び効率的な利用を含む企業のバリューチェーンにおけるネイチャーポジティブに向けた取組を促進しており、目
標12「つくる責任 つかう責任」に貢献している。

評
価
結
果

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

＜生物多様性に関する各界各層への普及啓発＞（指標1、指標２，指標５）
・令和４年12月に採択された昆明・モントリオール生物多様性枠組を踏まえて、2030年までに生物多様性の損失を止め、反転させるための緊急の行動をとることが世界的な使命となっている。また、令和７年７月に策定した「ネイチャーポジティブ経済
移行戦略ロードマップ」を踏まえ、生物多様性の主流化に向け、多様なセクターと連携し、各団体が有する広いネットワークと現場とのつながりを最大限に活用し、ネイチャーポジティブ実現に向けた様々な主体の取組促進、連携の支援を行う。

＜衛星植生図の整備割合＞
生物多様性保全施策の基盤情報となる衛星植生図について、令和7年度から令和11年度までの5年間で全国整備をおこない、令和12年度に全国分を一斉公開する予定。

＜生物多様性地域戦略の策定市区町村の割合＞
・生物多様性地域戦略については、未策定の市区町村において実行性のある地域戦略の策定が進むよう、令和５年度に改定した手引きを活用しながら、引き続き、技術的支援を行う。

＜生物多様性保全に係る国際的取組の状況＞
以下の国際会議への参加等を通じて我が国の取組や知見を発信し、世界の生物多様性の保全に貢献する。
・IPBES（生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム）総会。
・生物多様性条約締約国会議、昆明・モントリオール生物多様性枠組の実施に向けた生物多様性条約の補助機関会合等。

＜生物多様性国家戦略の進捗状況の点検・評価の実施＞
・引き続き、昆明・モントリオール生物多様性枠組を踏まえた生物多様性国家戦略2023-2030について、実施状況の点検・評価を実施し、結果等を踏まえて各種施策の取組を改善するとともに、必要な情報を収集・整備・提供していく。

＜生物多様性の保全につながる活動への意向を示す人の割合＞
「生物多様性国家戦略2023-2030」の行動計画において、「生物多様性の保全につながる活動への意向を示す人の割合」を指標としており、国民に積極的かつ自主的な行動変容を促すことを掲げているため、適切な測定指標であると考えられる。
＜生物多様性の保全につながる活動を既に実施している人の割合＞
「生物多様性国家戦略2023-2030」の行動計画において、指標の一つとして設定しており、引続き、生物多様性の主流化及び国民や企業等を対象とした行動変容に向けた取組・検討を実施する上で適切な測定指標であると考えられる。
＜衛星植生図の整備割合＞
生物多様性保全施策の基盤情報となる衛星植生図について、着実に実施できていることから指標を変更しない。
＜生物多様性地域戦略の策定市区町村の割合＞
生物多様性の保全と持続可能な利用は、地域に根差した様々な取組・努力に支えられていることから、地方公共団体の主体的な取組状況を図る本指標を継続することが妥当であると考え、2030年度の30％の達成に向けて、引き続き、技術的支援を
行う。
＜生物多様性の配慮に関する情報開示を行っている大企業等の数又は割合＞
生物多様性国家戦略2023-2030（基本戦略３）における行動目標や、ネイチャーポジティブ経済移行戦略において、企業による生物多様性への依存度・影響の定量的評価、現状分析、科学に基づく情報開示を促すことを掲げており、今後の国際的な
開示動向を見据え、情報開示に取り組む大企業の数又は割合は、今後も重要な指標であると考えられるため、引き続き経団連自然保護協議会が実施する「企業の生物多様性への取組に関するアンケート」における情報開示に関する割合を指標と
して設定し、継続して開示支援等を行う。（目標年限も令和12年（2030年）まで延長する）。
＜生物多様性保全に係る国際的取組の状況＞
「生物多様性保全に係る国際的取組の状況」から変更しない。「昆明・モントリオール生物多様性枠組」のターゲットは23個と2010年の愛知目標より拡大しており、特定の数値により進捗を測定することは困難であるため。ターゲット以外においても、能
力開発に関する専門家会合への日本からの有識者派遣や生物多様性日本基金を活用した貢献など、国際議論への貢献に資するアプローチは多岐にわたる。このため、日本としての世界目標への貢献も含めて総合的に評価することが望ましい。
＜生物多様性国家戦略の進捗状況の点検・評価の実施＞
「生物多様性国家戦略の進捗状況の点検・評価の実施」から変更しない。生物多様性国家戦略において同戦略の点検や評価の実施について定めていること等から、適切な指標設定と考えられるため。
また、政策評価に関する有識者会議意見を踏まえ、令和8年度以降「身近な生き物を含む生物調査に係る件数」を指標として追加する。
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目標 ５－２

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

11地区 10地区 8地区 ３地区 － － －

11地区 （100%） 10地区 （100%） ６地区 （75%） ２地区 （67%） － － －

- 100 - - 500 - -

- 184 328 569 － － －

- - - - - - -

- 20.5% 20.8% 21.0% － － －

- - - - - - -

- 13.3% 13.3% 13.3% － － －

(1)

OECMを活用
した健全な生
態系の回復
及び連結促
進事業
（令和５年度）

1,2, 3, 4, 5 004877 (5)

世界自然遺
産等保全対
策費
（平成4年度）

8 004893 (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

自然環境保
全地域等保
全対策事業
（平成22年
度）

8 004885 (6)

国立公園等
管理等事業
費
（令和５年度）

1 004889 (10) － － － (14) － － － (18) － － －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標

・国立・国定公園の大規模拡張をはじめとした保護地域の拡張と管理の質の向上
・自然共生サイト認定の促進
・国の制度等に基づき管理されている地域のうちOECM該当地域の整理
・海域におけるOECMの設定に関する検討

政策体系上の
位置付け

５．生物多様性の保全

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等
生物多様性国家戦略2023-2030（令和5年3月31日閣議決定）第１部等

（環境省

施策名 自然環境の保全・再生 担当部局名
自然環境局
自然環境計画課
国立公園課

施策の概要 陸域及び海域の30％以上を保護地域及びOECMにより保全するとともに、それら地域の管理の有効性を強化することで、自然環境の保全・再生を図る。 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期

生物多様性国家戦略2023-2030において、2030年までに陸域と海域の30％以上を保全する「30by30目標の達成」を掲げているため。 －

4

我が国の管
轄水域内にお
ける海洋保護
区及びOECM
の割合

13.3% R5 30.0% R12 生物多様性国家戦略2023-2030において、2030年までに陸域と海域の30％以上を保全する「30by30目標の達成」を掲げているため。 －

3

我が国の陸
域における保
護地域及び
OECMの占め
る割合

20.5% R5 30.0% R12

国立・国定公園区域及び公園計画の見直しを着実に実施することが目標の達成に寄与するため、測定指標として選定した。なお、目標値は、
新規指定及び大規模拡張作業の進捗状況や各国立・国定公園の点検状況及び地域の実情を踏まえ、年度始めに見直しが必要な地区を見
直し計画として定め、目標値を設定することとしている。

×

2
自然共生サイ
ト認定登録数

0 R5 500 R8

生物多様性国家戦略2023-2030に基づいた30by30目標達成に向けては、OECM（保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）の設定・管
理の推進が鍵である。OECMのうち、民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区域（企業緑地、里地里山等）については、自
然共生サイト認定や生物多様性増進活動促進法（令和６年法律第16号）に基づく増進活動実施計画等の認定により、OECMとしての設定・管
理を進めることとしていることから、指標として選定した。また、これまでの認定数の進捗状況を踏まえて目標値を設定した。

○

1

新規指定及
び大規模拡
張、公園計画
の見直しを実
施した国立・
国定公園数

- - 1 毎年度

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）



(3)

サンゴ礁生態
系保全対策
推進費
（平成30年
度）

3,7 004881 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4)

放射線による
自然生態系
への影響調
査費
（平成28年
度）

7 004874 (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

・生物多様性国家戦略2023-2030
・環境省報道発表資料「自然共生サイト等の国際的なデータベースへの登録について」（令和7年8月4日）
・環境省報道発表資料地域生物多様性増進法に基づく「自然共生サイト」の認定 （令和７年度第３回）について」（令和8年3月17日）

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞
自然共生サイトの認定審査会においては、合計23名の生物多様性保全に関わる様々な分野の専門家による審査を受けており、審
査時のコメントを制度の適切な運用に反映させている。

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

国立・国定公園の適切な管理や自然共生サイトの認定は、陸域及び海域双方の生物多様性の保全に直結するものであり、目標
14番「海の豊かさを守ろう」、目標15番「陸の豊かさも守ろう」の達成に貢献した。また、それらの施策により保護地域及びOECM面
積が拡大することは、目標13番「気候変動に具体的な対策を」にも貢献する。

【副次的効果が期待される目標】

国立・国定公園や自然共生サイトにおける普及啓発体制や子どもの自然体験活動の推進体制を強化することで、副次的に目標４
番「質の高い教育をみんなに」の達成に貢献した

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

＜新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数＞
未達成となった１地区についても国定公園の新規指定に向け、関係機関等との調整及び各種手続きを進め、令和７年度内に中央環境審議会にて諮問・答申されており、おおむね計画どおり実施された。そのため、施策の方向性は妥当であると考えており、引き続き着実に国立・国定公園
の区域及び公園計画の見直し等を行い、適切な保護管理を行う必要がある。

＜自然共生サイトの認定登録数＞
目標を大きく上回るペースで認定が進んでおり、十分に成果が出ている。一方で今後に向けた課題として、認定数の地域による偏りが大きく、生物多様性保全上重要な場所を確実に網羅できるように戦略的に認定を促進していくことが求められる。そのためには、現時点で生物多様性保全
への関心が薄い層や保全活動に取り組んでいない層の参画を促す工夫が必要となる。

＜我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合＞
自然共生サイトの認定数増加等に伴い着実に増加している。2030年までに30%を達成するために、引き続き自然共生サイトの認定促進に加え、国制度OECMの検討等、様々な施策を複合的に推進していく必要がある。

＜我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合＞
海域においては、自然共生サイトは既存保護区域と範囲が重複する場合が多く、面積割合の増加にはつながっていない。2030年までに30%を達成するために、国制度OECMの検討等、様々な施策を複合的に推進していく必要がある。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数については、令和７年度は上信越高原国立公園（草津・万座・浅間地域）の公園計画の見直し、並びにニセコ積丹小樽海岸国定公園の公園区域及び公園計画の見直しを実施
した。
自然共生サイトの認定件数については、令和8年度中に500件以上を目標としていたところ、令和7年度末時点で569件を認定しており、目標を大きく上回るペースで認定が進んでいる。
我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合については、令和7年8月時点で21.0%と前年度から0.5%増加しているところで、目標達成に向けて引き続き取組を進める必要がある。
我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合については、令和7年8月時点で13.3%と前年度と同じ状況で、引き続き検討を進める必要がある。

上記を総合的に判断し、本施策の評価は相当程度進展ありとした。

＜新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数＞
引き続き、国立・国定公園における自然環境等の情報を継続的に把握し、その情報を基に、国立・国定公園について、区域及び公園計画の見直しと適切な保護管理を進め、生物多様性の保全と自然との共生の推進を図る。

＜自然共生サイトの認定登録数＞
OECM面積の増加に貢献するため、支援証明書発行等のインセンティブ施策の推進や交付金事業により引き続き自然共生サイトの認定促進を継続する。また、認定の地域による偏りを解消するため、各地方事務所において地域毎の取組を一層促進
していく。

＜我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合＞
国立公園等の保護地域の拡大、自然共生サイトの認定の促進により面積割合の増加を図るとともに、国制度OECMの検討を加速化し30%を達成するためのビジョンを明確にする。

＜我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合＞
国制度OECMの検討を加速化し30%を達成するためのビジョンを明確にする。

＜新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数＞
着実な公園計画の見直しと適切な保護管理の実施が重要であることから変更しない

＜自然共生サイトの認定登録数＞
自然共生サイトの認定件数は、取組の普及状況を図る上で効果的な指標である。令和8年度までの目標を既に達成しているが、令和8年度中に生物多様性国家戦略に付属する「30by30ロードマップ」の中間評価を実施し、目標の見直しをすることとなっ
ていることから、現時点で目標の修正はせず、さらに認定件数を上積みすることを目指す。

＜我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合＞
生物多様性国家戦略2023-2030に掲げる目標であることから変更しない

＜我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合＞
生物多様性国家戦略2023-2030に掲げる目標であることから変更しない
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目標 ５－３

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

－ － － － － － －

11.7 11.9 12.8 12.8 - - -

－ 100 100 100 - - -

100 100 99.9 100 - - -

- - - － － － －

19 19 20 25 － － －

－ － － 0枚 0枚 0枚 0枚

－ － － 0枚 － － －

－ 0地点 0地点 0地点 － － －

0地点 0地点 0地点 0地点 － － －

－ － － - 5.0人 5.0人 5.0人

3.7人 3.6人 4.5人 4.2人 － － －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標
新たに種の絶滅が生じないようにするとともに、絶滅の危機に瀕している種の個体数の維持・回復。野生鳥獣による農林水産業、生活環境、生態系への被害の防止。外来
種による在来種や生態系への影響の防止。

政策体系上の
位置付け

５．生物多様性の保全

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等
生物多様性国家戦略2023-2030（令和５年３月31日閣議決定）第２部　行動計画　第１章　生態系の健全性の回復　行動目標１-３、１-６、第２章　自然を活用した社会課題の解決　具体的施策 ２-５-７
クマ被害対策パッケージ（令和7年11月14日クマ被害対策等に関する関係閣僚会議決定）,クマ被害対策ロードマップ（令和8年3月27日クマ被害対策等に関する関係閣僚会議決定）

（環境省

施策名 野生生物の保護・管理 担当部局名
自然環境局
野生生物課

施策の概要
絶滅危惧種の生息状況等の調査による現状把握と国内希少野生動植物種の新規指定、保護増殖による種の保存、鳥獣の適切な保護・管理と狩猟の適正化、遺伝子組
換え生物等及び侵略的な外来種への対策推進等による生物多様性等への影響防止。

政策評価実施予定時期 政策評価実施時期

クマ類の保護・管理の目的である、「地域個体群を将来にわたって安定的に存続させながら、人間との軋轢を軽減する」ことを達成するため
には、野生動物の生息状況や生息環境、人間活動等を考慮し、人間と動物の棲み分けを図ることが重要であることから、ゾーニング管理を
推進していく。

○

4

奄美大島に
おけるマン
グースの自動
撮影カメラに
よる撮影枚数

0枚 令和６年度 0枚 R10年度
奄美大島において根絶した特定外来生物マングースについて、島外からの再侵入の有無をモニタリングし、根絶を維持する必要があるた
め。

○

3

都道府県が
定めるクマの
第二種特定
鳥獣管理計
画のうちゾー
ニング管理を
考慮している
計画数

20 令和6年度 34 R12年度

絶滅危惧種の保全を効果的に推進するために、種の保存法に基づく国内希少野生動植物種の新規指定や見直し等を行う必要があるため
（生物多様性国家戦略2023-2030中、行動目標＞具体的施策＞1-5-1 レッドリストの作成と国内希少野生動植物種の指定 「絶滅危惧種のう
ち種の保存法により指定されている種の割合」）。

－

2

絶滅回避率
（絶滅危惧種
のうち絶滅を
回避した種数
の割合）（％）

- - 1 R７年度
新たな種の絶滅が生じないよう、絶滅危惧種の状況について評価するため。

○

1

絶滅危惧種
のうち種の保
存法により指
定されている
種の割合（％)

- - 15 R12年度

特定外来生物による生態系への被害を防止するため、特にまん延した場合に著しく重大な生態系被害が生じるおそれのある要緊急対処特
定外来生物ヒアリの日本国内への定着を阻止する必要があるため。

○

6

都道府県当
たりの専門的
知見を有する
職員の平均
数

3.7人 令和4年度 5.0人 R12年度
鳥獣の保護及び管理を効果的に推進するためには、専門的な知見を有する職員が都道府県等の行政機関に配置されていることが重要であ
るため。（生物多様性国家戦略2023-2030中、「行動目標＞具体的施策＞2-5-12 次世代の鳥獣保護管理の担い手の確保・育成」に基づき、
都道府県当たりの専門的知見を有する職員を確保するもの。）

△

5
ヒアリの定着
地点数

- - 0地点 R７年度



－ － － － － -
ニホンジカ
155万頭、

イノシシ 64万
頭

ニホンジカ
309万頭、
イノシシ
120万頭

ニホンジカ
303万頭、
イノシシ
122万頭

集計中 集計中 - - -

－ － － － 25万人 － －

21.8万人 集計中 集計中 集計中 － － －

9

適切な野生
生物保護管
理の推進に
向けた対策の
実施状況

○

10
侵略的外来
種の状況

○

(1)
希少種保護
対策費
（平成４年度）

1,2 004905 (5)

指定管理鳥
獣対策事業
費（平成26年
度）

3,6,7,8,9 004909 (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

国際希少野
生動植物種
流通管理対
策費
（昭和61年
度）

9 004902 (6)

アジア太平洋
地域渡り鳥及
び湿地保全
推進費
（昭和57年
度）

6 004882 (10) － － － (14) － － － (18) － － －

(3)

鳥獣保護管
理対策費
（昭和46年
度。一部平成
10、14、21、
24年度、令和
５年度に開
始・変更。）

3,6,7,8,9 004896 (7)

外来生物対
策費
（平成16年
度）

4,5,10 004906 (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4)

鳥獣感染症
対策費
（平成17年
度）

9 004907 (8)

遺伝子組換
え生物対策
費
(平成16年度)

9 004908 (12) － － － (16) － － － (20) － － －

ニホンジカ・イノシシによる自然生態系等への影響が深刻であり捕獲の一層の強化が必要であるため。なお、当初、令和５年度を目標年度に
していたが（生物多様性国家戦略2023-2030中、「行動目標＞具体的施策＞2-5-7 指定管理鳥獣（ニホンジカ・イノシシ）の適正管理の推進
［重点］」）、特にニホンジカの個体数半減が難しい状況にあることから、令和５年９月に目標年度を令和10年度まで延長することを決定した。

×

8
狩猟免許所
持者数

21.8万人 令和2年度 25万人 R８年度

鳥獣保護管理を推進するため、捕獲の担い手となる狩猟免許の所持者数を増加させていく必要がある。鳥獣保護管理法に基づき、環境大
臣は、鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な指針を定めることとされており、本基本指針の計画期間は、鳥獣の
生息動向等の変化に機動的に対応できるよう、５年ごとに見直しを行うこととしており、現行の基本指針は令和８年度までとなっているため、
その見直しに合わせ、目標の評価時期を設定した。目標値は過去5年間（2015年度～2020年度）の平均増加率から算出。

－

7

ニホンジカ・イ
ノシシの生息
頭数の推定
値（全国）を平
成23年度比
で半減（推定
は毎年度新し
いデータを追
加して実施。
過去に遡って
推定値が見
直されるた
め、過去の推
定結果も変動
する）

推定の中央
値

ニホンジカ
311万頭
イノシシ
127万頭

※令和4年度
に算出

平成23年度

平成23年
度比で半

減
(ニホンジ
カ155万

頭、
イノシシ
64万頭)

R10年度

侵略的外来種とその定着
経路が特定され、優先順
位付けられ、優先度の高
い種が制御され又は根絶
される。

－ 外来種の情報収集を行い、対策の優先度の高い外来種を明らかにすることで、外来種による生態系への被害の防止を図るため。また、外来種の侵入経路の把握に努め、より効率的な対策を進めるため。

測定指標 目標 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の根拠 達成
目標年度

野生生物の適切な保護管
理

－
鳥獣の保護・管理の担い手の確保・育成、国際希少野生動植物種の保存、遺伝子組換え生物対策、野鳥の高病原性鳥インフルエンザ等の発生状況の監視やモニタリング等を総合的に推進することにより、野生生物の保護・管理の強化に寄与
するため。

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）



目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

＜鳥獣の適切な保護・管理と狩猟の適正化＞
・ニホンジカとイノシシの生息個体数の推定値は未だ高い水準にあるため、半減目標の達成に向けて捕獲対策の更なる強化が必要であり、効果的に個体数を減らすため、雌の捕獲強化や県境及び市町村界での連携した捕獲促進が必要。なお、ニホンジカの全国的な生息個体数の推
定値は依然として高い水準となっているが、全体的な増加傾向は食い止められており、地域によっては個体数や密度が減少した地域もある。このことから、野生鳥獣による農林水産業、生態系等への被害の防止に一定程度寄与していると考えられる。
・実際に捕獲を行う狩猟免許所持者はピーク時より少なく、特に今後、熟練した銃猟免許所持者の減少が見込まれるため、これを補完するための対策が必要。
・狩猟者の資質向上に加え、狩猟組織としての体制強化や高い技術力を持った事業者の育成が重要。また、ICTなどの新技術等を用いた効率的な捕獲が必要。
・目標とする数値への達成に向けては、専門的人材の必要性の周知や研修等への参加の促進等の取組がより一層必要。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

＜絶滅危惧種の生息状況等の調査による現状把握と希少野生動植物種の保護増殖による種の保存＞（測定指標１，２）
・種の保存法に基づく国内希少野生動植物種について、令和７年度は新たに追加指定はなかった。後述の絶滅危惧種数も踏まえ、測定指標１は12.8と算定されたが、年度毎の目標値を設けておらず、現時点での達成状況は評価していない。
・レッドリストについては、令和８年３月に、第５次レッドリストのうち、鳥類及び爬虫類・両生類について公表した。当該分類群における絶滅危惧種の種数は、第４次レッドリストから22種増加して204種となり、最新の環境省レッドリスト全体における絶
滅危惧種の種数は、第４次と第５次レッドリストを併せて、3,587種となった。なお、第５次レッドリスト（鳥類及び爬虫類・両生類）においては、タンチョウやアマミヤマシギ等、これまでの保全活動の成果によって個体数が回復し、絶滅危惧種から除外さ
れた種がある一方で、ハマシギやニホンイシガメ等、かつては全国に広く普通に分布していた種が、生息環境の悪化等により、新たに絶滅危惧種と判定された例もあった。また、当年度において新たに絶滅と評価された種はなく、測定指標２は100と
なり年度毎目標を達した。
・国内希少野生動植物種のうち積極的に個体数を維持・回復する必要がある種については、保護増殖事業計画を策定している。令和８年３月までに指定された国内希少野生動植物種458種のうち、79種について保護増殖事業計画が策定されてお
り、生息・生育状況の把握や環境の改善、動植物園等と連携した生息域外保全に取り組んでいる。
・例えば、トキの保護増殖事業では、佐渡における野生復帰が順調に進んだことから、複数の地域個体群の形成に向け、事業区域を全国へと変更するなど、保護増殖事業の取組を着実に推進した。また、動物園等と連携して生息域外保全に取り組
んでいるミヤコカナヘビやハカタスジシマドジョウでは、飼育・繁殖の技術開発が進み、野生復帰の取組に向けた検討が進んでいる。

＜鳥獣の適切な保護・管理と狩猟の適正化＞（測定指標３, ６, ７,８）
・平成26年の鳥獣保護管理法の改正により創設された指定管理鳥獣捕獲等事業等に基づき、ニホンジカ・イノシシの捕獲強化を進めてきたが、生息頭数の推定値は未だ高い水準にあることから測定指標７は達成できていないとした。引き続き捕獲
強化を進めていく。
・人の日常生活圏におけるクマによる人身被害の発生状況を踏まえ、令和７年４月に鳥獣保護管理法を改正し、人の日常生活圏に危険鳥獣（クマ、イノシシ）が出没した場合に、地域住民等の安全の確保の下で銃猟を可能とした。また、令和７年11
月にクマ被害対策パッケージを、令和８年３月にクマ被害対策ロードマップを取りまとめ、クマによる被害防止対策を進めた。
・狩猟免許所持者数は、令和５年度から令和７年度まで集計中のため測定不可。
・都道府県当たりの専門的知見を有する職員については、環境省において、都道府県職員等向け研修会の開催等、増加に資する取組を実施した。測定指標６として定める当該職員の平均数については、目標とする数値には至らなかったため△とし
た。ただし、通常、都道府県職員は人事異動等があるにもかかわらず、前年度に近い水準が維持されていることから、専門的知見を有する職員自体は増加していることを意味するものと考えられるため、施策の効果はあるものと判断している。
・都道府県が定めるクマの第二種特定鳥獣管理計画のうち、ゾーニング管理を考慮している計画数は、着実に増加していることから、測定指標３は達成したと判断した。

＜国際希少野生動植物種の流通管理＞（測定指標９）
令和７年11月から12月まで開催されたワシントン条約第20回締約国会議における改正附属書の採択を踏まえ、同条約附属書Ⅰ掲載種については国際希少野生動植物種に指定等するとともに、種の保存法第20条に基づく個体等の登録を適切に運
用することで、国内における商業的な流通の管理を行った。代表的なものとして、象牙（全形牙）の個体等登録数は16,568本（2025年12月末時点）となっている。

＜遺伝子組換え生物等及び侵略的な外来種への対策推進等による生物多様性等への影響防止＞（測定指標４，９，10）
・カルタヘナ法に基づく遺伝子組換え生物等の使用等の承認に当たっては、学識経験者の意見聴取会合を開催し、生物多様性影響の審査を実施している（令和７年度は24件承認）。また、遺伝子組換え生物等に関する国内外の情報収集やウェブサ
イト（J-BCH）による国民への情報提供、意見聴取を行っているほか、科学的知見の充実を図るための承認済み遺伝子組換えナタネに係る影響監視調査、未承認の遺伝子組換え生物等の疑いがある使用等事例について対応を行っている。さらに、
ゲノム編集技術の利用により得られた生物のうちカルタヘナ法の規定に該当しないものの取扱いに係る通知（平成31年２月８日付け）を踏まえて関係省庁が定めた具体的な手続に基づき、当該生物に係る情報提供書等の受付と公表を実施した（令
和７年度は８件公表）。また、令和７年度は、我が国における遺伝子組換え生物による生物多様性影響の発生件数は０件であり、現状値０件を維持している。
・外来生物法に基づき、特定外来生物である162種類について飼養等の規制を行っている。特定外来生物防除等対策事業（交付金）を合計180事業に交付することで、責務規定を踏まえた地方公共団体の防除等を支援した。また、特に生物多様性保
全上重要な地域を中心に防除事業を実施し、島嶼など限られた空間において完全排除に成功した事例や、絶滅危惧種の生息状況の回復が確認されている事例等、重要な生態系の保全や絶滅危惧種の保護上、一定の成果が出ている。特に奄美
大島のマングースについては、令和６年９月に根絶を宣言し、その状態が維持されている。また、沖縄島北部地域においては、マングースの防除等により、ヤンバルクイナ等希少種の分布域拡大が確認されている。
・特定外来生物等の国内への輸入状況に関する情報収集を行うとともに、全国の主要な空港及び港湾における監視モニタリングの実施等により、外来種の侵入の早期発見・定着防止に努めている。また、得られた情報を踏まえ、特定外来生物等の
指定や「我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれのある外来種リスト（生態系被害防止外来種リスト）」の改定に向けた検討を行っている。

＜ヒアリの定着地点数＞（測定指標５）
・ヒアリは全国の港湾等における「定期的な調査」及び「確認地点における迅速な防除」を行うことで、定着を阻止するという目標を達成している。令和７年度についても、中国等のヒアリ生息地からの定期コンテナ航路を有する65港湾を対象に定期的
に侵入状況の調査を行い、全ての港湾で防除ができている。

上記の内容を総合すると、現時点で評価不可能な指標（１，８）を除く８指標のうち、６指標（２，３，４，５，９，10）で目標を達成しており、達成割合は75%に上る。また、絶滅種ゼロの維持や外来種の根絶・定着阻止など不可逆的な成果が複数確認され
ている。一方、未達成・一部達成にとどまった指標（６，７）に係る分野においても、計画策定・人材育成等の基盤強化が着実に進展していることを踏まえ、全体として相当程度進捗ありと評価した。

＜絶滅危惧種のうち種の保存法により指定されている種の割合＞
・国内希少野生動植物種の新規指定は本施策の目標達成に必要な手段の一つであり、引き続き指標を設定する必要がある。

＜絶滅回避率（絶滅危惧種のうち絶滅を回避した種数の割合）＞
・新たに種の絶滅が生じないようにする目標に対する測定指標として、引き続き指標を設定する必要がある。ただし、過去50年以上に渡ってその生息・生育が確認されなかったことを理由として絶滅と判定された種を除く。

＜都道府県が定めるクマの第二種特定鳥獣管理計画のうちゾーニング管理を考慮している計画数＞
・目標達成に向けて着実に進展しており、人間と動物の棲み分けを図ることが重要であることから、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。

＜奄美大島におけるマングースの自動撮影カメラによる撮影枚数＞
・平成８年度防除開始以降２万頭以上を捕獲した結果、令和６年度に奄美大島におけるマングースの根絶を達成した。令和７年度からは、根絶を維持するため、近隣の島からの再侵入防止のためのモニタリングを行っており、モニタリングの一環とし
て設置している自動撮影カメラによる撮影状況を指標として取組を実施していく。

＜ヒアリの定着地点数＞
・ヒアリは全国の港湾等における「定期的な調査」及び「確認地点における迅速な防除」を行うことで、定着を阻止するという目標を達成している。ヒアリは、侵略的外来種の中でも特に注意が必要な種として、外来生物法による「要緊急対処特定外来
生物」に指定されており、国民への被害が甚大なことを鑑みて、特に優先的に対策をすることが必要な種であることから、本指標は適当であり、引き続き、本指標を目安として取組を実施していく。

＜都道府県当たりの専門的知見を有する職員の平均数＞
・専門的知見のもとに都道府県が鳥獣保護管理事業を行う上で、実施主体である都道府県の体制整備は重要であり、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。

＜ニホンジカ・イノシシの生息頭数の推定値（全国）を平成23年度比で半減＞
・鳥獣被害をもたらすニホンジカ等の生息頭数の推定値は未だ高い水準にあることから、依然として生態系等への被害が深刻であり、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。

＜狩猟免許所持者数＞
・都道府県が鳥獣保護管理事業計画を策定する際の基本的な指針となる「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施するための基本的な指針」の中で狩猟免許取得促進のための取組を行うことを記載。



政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

環境省レッドリスト2020・環境省版海洋生物レッドリスト・第５次レッドリスト（植物、菌類、鳥類、爬虫類・両生類）・鳥獣関係統計

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞
・環境省レッドリスト・レッドデータブックの作成及び改訂に当たって、絶滅のおそれのある野生生物の選定・評価検討会の下に分
類群毎に分科会を置き、学識者の知見を活用した。
・国内希少野生動植物種の指定及び保護増殖事業等の取組が適正かつ効果的に実施されるよう、ヒアリングの実施、検討会の
開催を通して、学識者の科学的知見を活用した。
・改正種の保存法の施行（平成30年6月1日）を踏まえ、野生動植物の種に関し専門の学識経験を有する者からなる「希少野生動
植物種専門家科学委員会」を設置し、国際希少野生動植物種の指定等について意見を聴取した。

・特定鳥獣（ニホンジカ・イノシシ・ニホンザル・クマ類）の保護管理方針や、特定鳥獣保護管理計画作成のためのガイドラインの改
定等に関して科学的な検討を行うため、それぞれの種ごとに保護及び管理に関する検討会を設置し、学識者の知見を活用した。

・特定外来生物の指定については、専門家会合を開催し、新たな特定外来生物の指定等に関する検討を行ったほか、各地の防
除事業の実施に当たっても、検討会を開催するなどして有識者の知見を活用した。
・カルタヘナ法に基づく遺伝子組換え生物の使用、承認に当たっては、学識経験者の意見聴取会合を開催し、生物多様性影響の
審査を実施した。また、ゲノム編集技術の利用により得られた生物であって、法に規定された遺伝子組換え生物等に該当しない
生物の取扱いについても、その使用等に先立ち使用者に情報提供を求め、学識経験者の意見聴取会合により確認を行った。

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

・絶滅危惧種の把握や国内希少野生動植物種の保護増殖により、目標14番「海の豊かさを守ろう」と目標15番「陸の豊かさも守
ろう」の達成に貢献できた。
・遺伝子組換え生物対策及び外来種対策の推進により、目標14番「海の豊かさを守ろう」と目標15番「陸の豊かさも守ろう」の達
成に貢献できた。

【副次的効果が期待される目標】

・レッドリストの作成や国内希少種指定により、人々が自然と調和したライフスタイルに関する情報と意識をもつことに貢献し、地
域住民や関係者と連携した希少種保全の取組を進めるとともに、気候変動による影響が懸念される国内希少野生動植物種につ
いて保護増殖事業を進めた。これらにより、目標11「住み続けられるまちづくりを」、目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」
及び目標13「気候変動に具体的な対策を」の達成に貢献できた。
・遺伝子組換え生物等の適切な技術開発により、目標９「産業と技術革新の基盤を作ろう」の達成に貢献できた。
・ヒアリを始めとする、健康被害を引き起こす侵略的外来種の対策推進により目標３「すべての人に健康と福祉を」の達成に、防
除技術の開発により目標９「産業と技術革新の基盤を作ろう」の達成に、防除活動等における、市民を含む多様な主体の参画促
進により目標17「パートナーシップで目標を達成しよう」の達成に貢献できた。

評
価
結
果

次期目標等
への

反映の方向
性

＜絶滅危惧種のうち種の保存法により指定されている種の割合＞
・国内希少野生動植物種の新規指定は本施策の目標達成に必要な手段の一つであり、引き続き指標を設定する必要がある。
＜絶滅回避率（絶滅危惧種のうち絶滅を回避した種数の割合）＞
・新たに種の絶滅が生じないようにする目標に対する測定指標として、引き続き指標を設定する必要がある。ただし、過去50年以上に渡ってその生息・生育が確認されなかったことを理由として絶滅と判定された種を除く。
＜都道府県が定めるクマの第二種特定鳥獣管理計画のうちゾーニング管理を考慮している計画数＞
・目標達成に向けて着実に進展しており、人間と動物の棲み分けを図ることが重要であることから、引き続き本指標を設定する必要がある。
＜奄美大島におけるマングースの自動撮影カメラによる撮影枚数＞
・根絶を維持していくために重要な指標であり、適切に測定できていることから、変更しない。
＜ヒアリの定着地点数＞
・ヒアリは全国の港湾等における「定期的な調査」及び「確認地点における迅速な防除」を行うことで、定着を阻止するという目標を達成している。ヒアリは、侵略的外来種の中でも特に注意が必要な種として、外来生物法による「要緊急対処特定外来
生物」に指定されており、国民への被害が甚大なことを鑑みて、特に優先的に対策をすることが必要な種であることから、本指標は適当であり、引き続き、本指標を目安として取組を実施していく。
＜都道府県当たりの専門的知見を有する職員の平均数＞
・専門的知見のもとに都道府県が鳥獣保護管理事業を行う上で、実施主体である都道府県の体制整備は重要であり、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。
＜ニホンジカ・イノシシの生息頭数の推定値（全国）を平成23年度比で半減＞
・鳥獣被害をもたらすニホンジカ等の生息頭数の推定値は未だ高い水準にあることから、依然として生態系等への被害が深刻であり、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。
＜狩猟免許所持者数＞
・狩猟免許取得の促進に向け、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。
＜適切な野生生物保護管理の推進に向けた対策の実施状況＞
・鳥獣の保護・管理の担い手の確保・育成、国際希少野生動植物種の保存、遺伝子組換え生物対策、野鳥の高病原性鳥インフルエンザ等の発生状況の監視・モニタリング等を総合的に推進することにより、野生生物の保護・管理の強化に引き続き
寄与していくため、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。
＜侵略的外来種の状況＞
・外来種による生物多様性等への影響を防止する目標に対する測定指標として、引き続き本指標を目安として取組を実施していく。
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